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【未来投資戦略2018 記載】 【進捗状況】

ⅰ）コンセッション重点分野の取組強化等

ⅰ）７
下水道・簡易水道については、新たなロードマップを明確化し、
人口３万人未満の団体における公営企業会計の適用を一層
促進する。

人口３万人未満の団体における取組を一層促進するため、新た
なロードマップを年内に策定する予定としている。

ⅰ）８
公共施設等運営事業などPPP/PFI事業の更なる活用拡大に
向けて推進体制を抜本的に強化する。司令塔である内閣府
及び公共施設等運営事業を自ら実施する関係省庁において
は、公共施設等運営事業に関連する専門的知識と豊富な経
験を有する専任の民間人材を公募して責任ある立場で新た
に登用する。また、内閣府は事業の関係省庁からの人材登用
を拡大するとともに、制度の関係省庁からの人材を巻き込み
ながら必要な体制を整備する。

内閣府からの要請及び総務省として果たすべき役割を踏まえ、
どのような対応が可能か検討して参りたい。

ⅰ）10
関係府省は、所管事業に関する国庫補助や地方交付税措置
について、改革のインセンティブを阻害する仕組みの排除や、
改革を促進するインセンティブを組み込む視点から点検等を
行う。

事業を所管する関係府省が実施する点検等について、地方財
政制度を所管する立場として、連携をして参りたい。

「未来投資戦略2018」の進捗状況
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【未来投資戦略2018 記載】 【進捗状況】

ⅰ）コンセッション重点分野の取組強化等

ⅰ）17
我が国の公共施設等運営権方式に関する制度や個別事業に
ついて、国内外の主要都市において、事業者や投資家向け
の説明会を開催する。さらに、広く一般を対象に公共施設等
運営権制度への理解を深めるための方策を、民間企業のノ
ウハウも活用して検討し、実施する。

公営企業の経営改革について、公共施設等運営権方式の導入
も含め先進・優良事例をとりまとめた事例集を作成しており、公
営企業管理者や財政担当者などを対象とした各種会議、講演
等の機会を通じて、地方公共団体に対して周知を行っている。

引き続き、全国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議
等の機会を捉え、公共施設等運営権方式について地方公共団
体に対して周知を行って参りたい。

「未来投資戦略2018」の進捗状況
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【未来投資戦略2018 記載】 【進捗状況】

ⅱ）成果連動型民間委託契約方式の普及促進

ⅱ）５
先進的な地方公共団体が取り組んだ成果連動型民間委託契
約事業により成果が確認された分野について、関係省庁は分
野別ガイドラインの策定、評価指標の標準化、評価指標の性
質上複数年契約が必要な場合の債務負担行為設定の周知
等を行い、他の地方公共団体に確実に横展開する。

事業を所管する関係府省が実施する取組を踏まえ、必要な協力
をして参りたい。

「未来投資戦略2018」の進捗状況


